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研究成果の概要（和文）：大きな自然災害が多発するわが国では、被災者への緊急支援と物

的な社会インフラの復旧については、政府・行政その他の対応がかなり整備されてきた。

しかし、被災者の住宅と生活、被災地経済の復興については、大災害が起こった後に、復

興財源をめぐる議論と混乱が生じている。このことを阪神大震災の事例で分析した。そし

て、これを解決するためには、復興財源や資金計画も事前に制度化することも含めて、恒

常的な災害対策・復興基本法の制定の必要性を論じた。 

 

研究成果の概要（英文）：In Japan in which serious natural disasters occur frequently, the 

necessary acts of government and administration have been considerably fixed about 

the emergency assistance to disaster victims, and restoration of physical social 

infrastructures. However, about revival of victims' residence and life conditions and 

stricken area economy, after a catastrophic disaster happens, the argument and 

confusion involving a revival source of revenue have arisen. This was analyzed with 

the example of the Great Hanshin-Awaji Earthquake. And in order to solve this, the 

necessity for establishment of permanent countermeasures against calamities and 

reconstruction act, which also institutionalizes in advance a revival source of revenue 

and finance planning, was studied. 
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１．研究開始当初の背景 

(1) わが国における大災害からの復興の経験
は豊富であるが、様々な制約があるためにそ
の都度復興過程に混乱が見られた。その大き
な制約は復興財源（資金）とその配分のあり
方に関して十分な制度の準備がなされてい
ないことである。 

(2) 阪神・淡路大震災においても、社会的共
通施設（インフラ）の復旧・復興はかなり迅
速になされたが、被災者の生活や被災地域の
経済の復興は非常に遅れた。その後の災害復
興において徐々に生活復興の視点が考慮さ
れてきたが、なお財源問題は課題となってい
る。 

(3)伝統的にわが国の災害復興においては、社
会的共通施設の復興に重点が置かれ、被災者
に対しては緊急支援の制度は確立されてい
るが生活復興支援は軽視されてきた。  

 

 

２．研究の目的 

(1) 復興政策においてなぜ生活再建の視点が
軽視されているかを、わが国の復興対応の制
度が生成された歴史的経緯から明らかにす
る。 

(2) 生活再建が遅れた具体的事例として阪
神・淡路大震災の復興過程が長引いたことを
明らかにする。 

(3) 生活再建や被災地域経済の復興のために
必要な財源を如何に確保するか、また如何に
配分すべきかに関する政策提言を見出す。 

 

 

３．研究の方法 

(1) わが国の災害対応の歴史的展開を調べ、
現在の復興政策の制度化がなされた背景を
調べる。特に、政府や行政が災害対応の規範
とする法制度に生活や被災地経済の復興に 

向けた視点が欠如していることを明示する。 

(2) 生活や地域経済の復興が遅れた事例とし
て阪神・淡路大震災の復興過程を取り上げ、
計量経済学的分析によって、その遅れを具体
的な数値で明示する。 

(3) 研究期間の最終年度で発生した東日本大
震災においても、復興財源や資金配分の問題
が大きな政治経済の問題になったが、政策論
議を批判的に考察し、望ましい復興資金のあ
り方に関して考察した。 

 図 1 は、以上に述べた研究の流れを示して
いる。 
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４．研究成果 
(1) わが国の基本的な災害対応の法制度であ
る災害救助法と災害対策基本法は、緊急対
応・復旧そして防災（基本法）に関して対応
策を規定しているが、「復興」に関して明確
な規定が欠如している(第 2 図参照)。このこ
とが大災害の度に復興過程の混乱と遅れを
もたらしている。生活や地域経済の復興に必
要な復興資金の調達に関して事前に法整備
をしておく必要がある。大規模災害で被災者
支援の財源が必要となるときは、事後的に増
税等をその都度議論するのではなく、事前に
必要財源を臨時増税(所得税・法人税)によっ
て調達できることを制度化すべきである。こ
の点を含めて根本的な法整備の改訂が必要
であり、「災害対策・復興基本法」（仮称）に
よって制度化すべきである。この件に関して
は、関西学院大学復興制度研究所法制度委員
会に一員として共同研究に参加し、恒久法と
しての災害復興基本法の原案を 2010 年度に
発表し、内閣府をはじめとする政府、政治家
等に上記研究所から送付した。 
 
 
 
 
 
 

図 1．研究の流れ 



 
 

 

 

 
 
(2) 阪神・淡路大震災における間接被害額を
計量経済学の手法で推計した結果、地域経済 
の復興に約 10年間を要し、その額は約 14 兆
円であったことを示した。これは、被災地の
地域総生産が、震災がなかった潜在的ケース
に対してどれほど減衰したかを推計したも
のである。図 3は、各年度の間接被害額の推
計値を示したものである。本研究成果は数少
ない間接被害額の推計実例であり、また、生
活や経済の復興が非常に遅れたことと、直接
被害額を凌駕するような経済的フローの損
失が生じたことを実証したものである。 
 

図 2．復興法制の問題点 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (3) 東日本大震災における財源問題の大き 
な混乱は、社会インフラと地域経済の復興資
金を同じ次元で解決しようとしたことに起
因し、紆余曲折の末に中途半端な資金計画に
なった。社会インフラの再建は建設国債、被
災者の生活再建や地域経済の復興には早い
段階での臨時目的税や予算組み替え等で対

処すべきであった。 
(4) わが国の災害対応の経験から得られる
教訓が途上国に役立つことと役立たないこ
とを明らかにした（英国から出版した英文書
の中で論じた。論文⑫を参照）。これは、研
究成果を海外に向けて発信するとともに、日
本における災害対応の豊富な経験を途上国
の今後の政策に活かしてもらうことを念じ
て書いた実践的な成果である。 
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